≪事業所編≫

１　静岡県の事業所数及び従業者数

　◎５年前に比べ、事業所数は7.8％、従業者数は3.3％の減少

　平成18年10月1日現在、静岡県の事業所数は19万1673事業所で、平成13年と比べて1万6247事業所（7.8％）減少した。

　全事業所を民営と国・地方公共団体に分けてみると、民営は18万7124事業所（全事業所の97.6％）で、平成13年と比べると1万5909事業所（7.8％）の減少となったが、平成16年に行われた簡易調査の結果と比べると1759事業所（0.9％）の減少となっている。国・地方公共団体は4549事業所で、平成13年と比べて338事業所（6.9％）減少した。

　全事業所数及び民営事業所数は、平成13年に続いての減少となった。また、国・地方公共団体の事業所数は、今回は減少に転じた。　　　　　（表１、図１、２）
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表１　静岡県の事業所数の推移（昭和56年〜平成18年）
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民　　　　　営
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増 減 率(％)

事業所数

国・地方公共団体

（注１)旧電信電話公社及び旧日本専売公社は昭和56年まで、旧日本国有鉄道は昭和61�

　　　年まで「国・地方公共団体」に含まれ、平成13年の「国・地方公共団体」には

　　　「独立行政法人」が含まれている。

（注２）平成16年は簡易調査のため、民営事業所のみ。
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[image: image3.emf]図２　事業所数（民営）の推移

170,000

180,000

190,000

200,000

210,000

220,000

230,000

昭和 56年 61年 平成 ３年 ８年 13年 16年 18年

（事業所）

-8.0

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

（％）

事業所数 増減率


　一方、従業者数は182万5065人で、平成13年と比べて6万2537人（3.3％）減少した。

　全従業者を民営と国・地方公共団体に分けてみると、民営は170万4743人（全従業者の93.4％）で、平成13年と比べて4万4142人（2.5％）の減少となったが、平成16年に行われた簡易調査の結果と比べると4万3462人（2.6％）の増加となっている。国・地方公共団体は12万322人で、平成13年と比べて1万8395人（13.3％）減少した。

　全事業所の従業者数は、事業所数と同様に、平成13年に続いての減少となった。また、民営事業所の従業者数についても平成13年に続いて減少となったが、平成16年の簡易調査と比べると増加となった。国・地方公共団体の従業者数については、今回は大幅に減少した。　　　　　　　　　　　　　　　（表２、図３、４）
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表２　静岡県の従業者数の推移（昭和56年〜平成18年）
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[image: image6.emf]図４　従業者数（民営）の推移
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◎１事業所当たりの従業者数は増加

　1事業所当たりの従業者数の推移をみると、平成8年までは従業者数の伸びが事業所数の伸びを上回っていたことから増加となっていた。

　平成13年は事業所数、従業者数共に減少したものの、事業所数の減少率が従業者数の減少率を上回ったことから、1事業所当たりの従業者数は増加した。

今回も平成13年同様、事業所数、従業者数共に減少したものの、事業所数の減少率が従業者数の減少率を上回ったことから、1事業所当たりの従業者数は9.1人から9.5人へと0.4人の増加となった。　　　　　　　　　　　　　　（表２）
◎男女共に従業者数は減少、女性従業者の割合が減少
　全事業所の従業者数を男女別にみると、男性が105万5617人（全従業者の57.8％）、女性が76万9448人（同42.2％）となっており、平成13年と比べて男性が3万2983人（3.0％）の減少、女性が2万9554人（3.7％）の減少となっている。

　従業者総数に占める女性の割合は、女性の減少率が男性の減少率を上回ったため、0.1ポイントの減少となった。　　　　　　　　　　　　　　　　　（表３）
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表３　静岡県の男女別従業者数
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　◎事業所の廃業率が新設率を上回る

　民営事業所の異動状況をみると、新設事業所数は3万7206事業所、廃業事業所数は5万2257事業所となり、新設率は18.3％、廃業率は25.7％となっている。

　また、これを平成13年と比べると、新設率は2.6ポイントの減少、廃業率は0.1ポイントの減少となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　（表４）
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（注１）新設率とは、前回調査の民営事業所数に対する新設事業所数の割合である。

（注２）廃業率とは、前回調査の民営事業所数に占める廃業事業所数の割合である。

表４　新設、廃業事業所数（民営）


２　産業別の動向
（１）産業（大分類）別の動向

　◎事業所数は「卸売・小売業」が最多
◎事業所数の増加率は「医療，福祉」が最大
事業所数を産業（大分類）別にみると、「卸売・小売業」が5万994事業所（産業全体の26.6％）と最も多く、次いで「サービス業（他に分類されないもの）」が3万4134事業所（同17.8％）、「飲食店，宿泊業」が2万5479事業所（同13.3％）の順となっている。

　また、これを平成13年と比べると、「医療，福祉」が17.6％増と大幅に増加しているものの、他のほとんどの産業で減少しており、中でも「情報通信業」が20.7％減、「金融・保険業」が15.2％減、「製造業」が13.5％減と大幅に減少している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表５、図５）
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図５　産業（大分類）別事業所数の増減率


◎従業者数は「製造業」が最多
◎従業者数の増加率は「医療，福祉」が最大
一方、従業者数では、「製造業」が49万2593人（産業全体の27.0％）と最も多く、次いで「卸売・小売業」が34万5703人（同18.9％）、「サービス業（他に分類されないもの）」が24万6018人（同13.5％）の順となっている。

また、これを平成13年と比べると、「医療，福祉」が25.7％増、「サービス業（他に分類されないもの）」が11.2％増と大幅に増加しているが、一方、「金融・保険業」が17.4％減、「建設業」が15.2％減、「鉱業」が13.8％減と大幅に減少している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表６、図６）
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表６　産業（大分類）別従業者数

構成比(％)
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図６　産業（大分類）別従業者数の増減率


（２）主な産業（中分類）別の動向
ア　建設業

　◎事業所数、従業者数共にすべての産業（中分類）で減少

「建設業」の事業所数は2万130事業所、従業者数は12万1581人となり、平成13年と比べて事業所数は2100事業所（9.4％）減少し、従業者数は2万1737人（15.2％）減少した。

　また、事業所数を産業（中分類）別に平成13年と比べると、「職別工事業（設備工事業を除く）」が12.1％減、「総合工事業」が9.8％減、「設備工事業」が4.5％減とすべて減少している。

一方、従業者数でも、「総合工事業」が17.6％減、「職別工事業（設備工事業を除く）」が16.8％減、「設備工事業」が9.1％減とすべて減少している。　（表７）
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表７　「建設業」の産業（中分類）別事業所数及び従業者数

事　業　所　数

従　業　者　数


イ　製造業
◎事業所数は「石油製品・石炭製品製造業」のみ増加

◎従業者数は「輸送用機械器具製造業」、「鉄鋼業」、
「石油製品・石炭製品製造業」で増加
「製造業」の事業所数は2万3388事業所、従業者数は49万2593人となり、平成13年と比べて事業所数は3653事業所（13.5％）減少し、従業者数は4万1027人（7.7％）減少した。

　また、事業所数を産業（中分類）別に平成13年と比べると、「石油製品・石炭製品製造業」が11.1％増となったほかはすべて減少しており、「なめし革・同製品・毛皮製造業」が30.1％減、「繊維工業（衣服，その他の繊維製品を除く）」が29.3％減と大幅に減少している。

　一方、従業者数では、「輸送用機械器具製造業」が7.3％増、「鉄鋼業」が4.3％増、「石油製品・石炭製品製造業」が0.9％増と増加したが、他の産業は減少しており、「繊維工業（衣服，その他の繊維製品を除く）」が37.1％減、「なめし革・同製品・毛皮製造業」が34.6％減、「衣服・その他の繊維製品製造業」が29.7％減と大幅に減少している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表８）
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表８　「製造業」の産業（中分類）別事業所数及び従業者数

事　業　所　数

従　業　者　数


　ウ　卸売・小売業
　◎事業所数はすべての産業（中分類）で減少
◎従業者数は「各種商品卸売業」のみ増加
「卸売・小売業」の事業所数は5万994事業所、従業者数は34万5703人となり、平成13年と比べて事業所数は7133事業所（12.3％）減少し、従業者数は3万2905人（8.7％）減少した。

また、「卸売業」と「小売業」の区分で事業所数及び従業者数を平成13年と比べると、「卸売業」の事業所数が10.2％減、従業者数が12.1％減、「小売業」の事業所数が12.8％減、従業者数が7.4％減とすべて減少している。

さらに、事業所数を産業（中分類）別に平成13年と比べると、「繊維・衣服等卸売業」が18.3％減、「各種商品小売業」が18.1％減、「その他の小売業」が14.8％減と大幅に減少するなど、すべての産業で減少している。

一方、従業者数では、「各種商品卸売業」が13.7％増となったほかはすべての産業で減少しており、「家具・じゅう器・機械器具小売業」が20.8％減、「繊維・衣服等卸売業」が18.0％減、「機械器具卸売業」が14.0％減と大幅に減少している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表９）
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表９　「卸売・小売業」の産業（中分類）別事業所数及び従業者数

事　業　所　数

従　業　者　数


　エ　飲食店，宿泊業
　◎事業所数はすべての産業（中分類）で減少
◎従業者数は「一般飲食店」のみ微増
　「飲食店，宿泊業」の事業所数は2万5479事業所、従業者数は15万1134人となり、平成13年と比べて事業所数は3174事業所（11.1％）減少し、従業者数は7555人（4.8％）減少した。

　事業所数を産業（中分類）別に平成13年と比べると、「宿泊業」が17.7％減、「遊興飲食店」が13.1％減、「一般飲食店」が7.1％減とすべて減少している。
　一方、従業者数では、「一般飲食店」が0.1％の微増となったが、「遊興飲食店」が10.1％減、「宿泊業」が8.7％減となっている。　　　　　　　　　　（表10）
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表10　「飲食店，宿泊業」の産業（中分類）別事業所数及び従業者数

事　業　所　数

従　業　者　数


　オ　医療，福祉

　◎事業所数、従業者数共にすべての産業（中分類）で増加

　「医療，福祉」の事業所数は9378事業所、従業者数は14万802人となり、平成13年と比べて事業所数は1402事業所（17.6％）増加し、従業者数は2万8811人（25.7％）増加した。
　事業所数を産業（中分類）別に平成13年と比べると、「社会保険・社会福祉・介護事業」が61.1％の大幅増となったほか、「医療業」が5.9％増、「保健衛生」が3.1％増となるなど、すべての産業で増加している。

　一方、従業者数でも同様に、「社会保険・社会福祉・介護事業」が56.1％の大幅増となったほか、「保健衛生」が18.7％増、「医療業」が10.6％増となるなど、すべての産業で増加している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表11）
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表11　「医療，福祉」の産業（中分類）別事業所数及び従業者数

事　業　所　数

従　業　者　数


　カ　サービス業（他に分類されないもの）
　◎事業所数は「廃棄物処理業」、「その他の事業サービス業」、
「その他のサービス業」等で増加
　◎従業者数は「その他の事業サービス業」、「その他のサービス業」で大幅増加

　「サービス業（他に分類されないもの）」の事業所数は3万4134事業所、従業者数は24万6018人となり、平成13年と比べて事業所数は31事業所（0.1％）減少し、従業者数は2万4809人（11.2％）増加した。
　事業所数を産業（中分類）別に平成13年と比べると、「廃棄物処理業」が18.5％増、「その他の事業サービス業」が16.0％増、「その他のサービス業」が10.7％増となるなど9産業で増加し、「娯楽業」が13.4％減、「物品賃貸業」が5.3％減、「専門サービス業（他に分類されないもの）」が2.8％減となるなど5産業で減少した。
　一方、従業者数では、「その他の事業サービス業」が51.2％増、「その他のサービス業」が22.8％増と大幅に増加するなど8産業で増加し、「娯楽業」が13.7％減、「広告業」が7.6％減、「専門サービス業（他に分類されないもの）」が5.2％減となるなど6産業で減少した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表12）
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表12　「サービス業（他に分類されないもの）」の産業（中分類）別事業所数及び従業者数

事　業　所　数

従　業　者　数


（３）産業（小分類）別の動向

◎事業所数の増加率は「インターネット附随サービス業」、
「建築リフォーム工事業」、「労働者派遣業」で100％超
　事業所数を産業（小分類）別に平成13年と比べると、増加率の大きい産業では、「インターネット附随サービス業」が258.3％増で最も増加率が大きく、次いで「建築リフォーム工事業」が157.1％増、「労働者派遣業」が112.9％増となるなど、3産業で100％を超える増加率となっている。

　なお、事業所数の増加率の大きい上位20産業のうち、最多の8産業がサービス業（他に分類されないもの）に属している。　　　　　　　　　　　　　（表13）
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他

の

修

理

業

247

193

28.0

713

464

53.7

14

民

営

職

業

紹

介

業

193

151

27.8

1,312

1,033

27.0

15

そ

の

他

の

映

像

・

音

声

・

文

字

情

報

制

作

に

附

帯

す

る

サ

ー

ビ

ス

業

14

11

27.3

68

42

61.9

16

一

般

貸

切

旅

客

自

動

車

運

送

業

56

44

27.3

1,476

1,315

12.2

17

ス

ポ

ー

ツ

施

設

提

供

業

（

別

掲

を

除

く

）

154

123

25.2

959

824

16.4

18

清

涼

飲

料

製

造

業

30

24

25.0

2,117

2,286

-7.4

19

貨

物

運

送

取

扱

業

（

集

配

利

用

運

送

業

を

除

く

）

38

31

22.6

788

454

73.6

20

他

に

分

類

さ

れ

な

い

そ

の

他

の

生

活

関

連

サ

ー

ビ

ス

業

528

433

21.9

2,948

2,175

35.5

(注2)産業分類の改訂（平成14年3月）に伴い、分類内容が変更され比較ができない産業（小分類）を除く

順

位

(注1)平成18年及び平成13年において事業所数10以上の産業（小分類）�

表13　産業（小分類）別事業所数の増加率（上位20産業）

従　業　者　数

事　業　所　数

産

業

小

分

類


◎事業所数の減少率は「写真機・写真材料小売業」、
「電気通信に附帯するサービス業」、「代理商，仲立業」で50％超
　一方、事業所数の減少率の大きい産業では、「写真機・写真材料小売業」が56.1％減で最も減少率が大きく、次いで「電気通信に附帯するサービス業」が53.3％減、「代理商，仲立業」が50.9％減となるなど、3産業で50％を超える減少率となっている。
　なお、事業所数の減少率の大きい上位20産業のうち、最多の8産業が製造業に属している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表14）
[image: image20.wmf]平成18年

平成13年

増減率(％)

平成18年

平成13年

増減率(％)

1

写

真

機

・

写

真

材

料

小

売

業

94

214

-56.1

399

885

-54.9

2

電

気

通

信

に

附

帯

す

る

サ

ー

ビ

ス

業

247

529

-53.3

1,935

2,556

-24.3

3

代

理

商

,

仲

立

業

28

57

-50.9

140

423

-66.9

4

ニ

ッ

ト

製

外

衣

・

シ

ャ

ツ

製

造

業

10

18

-44.4

68

171

-60.2

5

下

宿

業

19

34

-44.1

39

59

-33.9

6

ね

ん

糸

製

造

業

49

87

-43.7

146

226

-35.4

7

漆

器

製

造

業

47

80

-41.3

85

215

-60.5

8

ゴ

ム

製

・

プ

ラ

ス

チ

ッ

ク

製

履

物

・

同

附

属

品

製

造

業

90

148

-39.2

510

878

-41.9

9

貸

金

業

237

387

-38.8

1,474

2,086

-29.3

10

沿

海

海

運

業

17

27

-37.0

233

311

-25.1

11

補

助

的

金

融

業

，

金

融

附

帯

業

14

22

-36.4

292

359

-18.7

12

会

社

・

団

体

の

宿

泊

所

394

618

-36.2

2,727

3,517

-22.5

13

紙

製

造

業

105

162

-35.2

8,921

14,089

-36.7

14

そ

の

他

の

非

鉄

金

属

製

造

業

21

32

-34.4

263

234

12.4

15

そ

の

他

の

衣

服

・

繊

維

製

身

の

回

り

品

製

造

業

27

41

-34.1

130

318

-59.1

16

そ

の

他

の

繊

維

工

業

195

291

-33.0

910

1,380

-34.1

17

マ

ー

ジ

ャ

ン

ク

ラ

ブ

201

296

-32.1

502

791

-36.5

18

損

害

保

険

業

100

147

-32.0

2,366

3,028

-21.9

19

織

物

業

388

565

-31.3

1,702

2,562

-33.6

20

情

報

提

供

サ

ー

ビ

ス

業

31

45

-31.1

308

476

-35.3

(注2)産業分類の改訂（平成14年3月）に伴い、分類内容が変更され比較ができない産業（小分類）を除く

順

位

(注1)平成18年及び平成13年において事業所数10以上の産業（小分類）�

表14　産業（小分類）別事業所数の減少率（上位20産業）

従　業　者　数

事　業　所　数

産

業

小

分

類


◎事業所数の増加数は「他に分類されない飲食料品小売業」が最多
　また、事業所数の増加数の多い産業では、「他に分類されない飲食料品小売業」が339事業所増で最も増加数が多く、次いで「その他の洗濯・理容・美容・浴場業」が230事業所増、「療術業」が199事業所増の順となっている。

　なお、事業所数の増加数の多い上位20産業のうち、最多の12産業がサービス業（他に分類されないもの）に属している。　　　　　　　　　　　　　（表15）
[image: image21.wmf]平成18年

平成13年

増減数

増減率(％)

平成18年

平成13年

増減数

増減率(％)

1

他

に

分

類

さ

れ

な

い

飲

食

料

品

小

売

業

4,167

3,828

339

8.9

34,528

26,854

7,674

28.6

2

そ

の

他

の

洗

濯

・

理

容

・

美

容

・

浴

場

業

613

383

230

60.1

2,161

1,151

1,010

87.7

3

療

術

業

2,282

2,083

199

9.6

4,998

4,151

847

20.4

4

労

働

者

派

遣

業

362

170

192

112.9

33,576

13,382

20,194

150.9

5

そ

の

他

の

児

童

福

祉

事

業

323

163

160

98.2

2,261

1,271

990

77.9

6

美

容

業

5,850

5,695

155

2.7

13,371

13,034

337

2.6

7

建

築

リ

フ

ォ

ー

ム

工

事

業

252

98

154

157.1

1,264

538

726

134.9

8

自

動

車

整

備

業

2,455

2,339

116

5.0

10,779

10,318

461

4.5

9

他

に

分

類

さ

れ

な

い

専

門

サ

ー

ビ

ス

業

1,222

1,107

115

10.4

5,943

5,358

585

10.9

10

そ

の

他

の

食

堂

，

レ

ス

ト

ラ

ン

230

117

113

96.6

1,619

783

836

106.8

11

他

に

分

類

さ

れ

な

い

そ

の

他

の

事

業

サ

ー

ビ

ス

業

842

737

105

14.2

10,779

10,747

32

0.3

12

他

に

分

類

さ

れ

な

い

そ

の

他

の

生

活

関

連

サ

ー

ビ

ス

業

528

433

95

21.9

2,948

2,175

773

35.5

13

障

害

者

福

祉

事

業

282

201

81

40.3

4,602

3,860

742

19.2

14

産

業

廃

棄

物

処

理

業

290

213

77

36.2

3,412

2,544

868

34.1

15

一

般

診

療

所

2,054

1,986

68

3.4

20,614

18,717

1,897

10.1

16

歯

科

診

療

所

1,668

1,610

58

3.6

9,473

9,060

413

4.6

17

そ

の

他

の

修

理

業

247

193

54

28.0

713

464

249

53.7

18

民

営

職

業

紹

介

業

193

151

42

27.8

1,312

1,033

279

27.0

19

獣

医

業

290

252

38

15.1

1,301

1,101

200

18.2

20

一

般

廃

棄

物

処

理

業

412

378

34

9.0

5,884

5,751

133

2.3

(注)産業分類の改訂（平成14年3月）に伴い、分類内容が変更され比較ができない産業（小分類）を除く�

順

位

表15　産業（小分類）別事業所数の増加数（上位20産業）

従　業　者　数

事　業　所　数

産

業

小

分

類


◎事業所数の減少数は「バー，キャバレー，ナイトクラブ」が最多
　一方、事業所数の減少数の多い産業では、「バー，キャバレー，ナイトクラブ」が1061事業所減で最も減少数が多く、次いで「他に分類されないその他の小売業」が870事業所減、「酒小売業」が555事業所減の順となっている。
　なお、事業所数の減少数の多い上位20産業のうち、最多の9産業が卸売・小売業に属している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表16）
[image: image22.wmf]平成18年

平成13年

増減数

増減率(％)

平成18年

平成13年

増減数

増減率(％)

1

バ

ー

，

キ

ャ

バ

レ

ー

，

ナ

イ

ト

ク

ラ

ブ

4,630

5,691

-1,061

-18.6

17,641

21,701

-4,060

-18.7

2

他

に

分

類

さ

れ

な

い

そ

の

他

の

小

売

業

3,079

3,949

-870

-22.0

14,703

15,168

-465

-3.1

3

酒

小

売

業

1,646

2,201

-555

-25.2

4,677

7,105

-2,428

-34.2

4

各

種

食

料

品

小

売

業

1,204

1,722

-518

-30.1

29,899

32,031

-2,132

-6.7

5

旅

館

,

ホ

テ

ル

2,869

3,350

-481

-14.4

33,649

36,375

-2,726

-7.5

6

酒

場

，

ビ

ヤ

ホ

ー

ル

5,357

5,784

-427

-7.4

17,744

17,163

581

3.4

7

普

通

洗

濯

業

2,536

2,923

-387

-13.2

8,000

8,850

-850

-9.6

8

木

造

建

築

工

事

業

3,280

3,657

-377

-10.3

12,977

15,097

-2,120

-14.0

9

土

木

工

事

業

（

舗

装

工

事

業

を

除

く

）

2,360

2,708

-348

-12.9

20,724

26,721

-5,997

-22.4

10

菓

子

・

パ

ン

小

売

業

2,432

2,764

-332

-12.0

11,758

12,649

-891

-7.0

11

料

理

品

小

売

業

1,727

2,056

-329

-16.0

17,019

20,717

-3,698

-17.9

12

燃

料

小

売

業

1,941

2,250

-309

-13.7

13,869

16,924

-3,055

-18.1

13

鮮

魚

小

売

業

850

1,156

-306

-26.5

3,460

4,619

-1,159

-25.1

14

電

気

通

信

に

附

帯

す

る

サ

ー

ビ

ス

業

247

529

-282

-53.3

1,935

2,556

-621

-24.3

15

書

籍

・

文

房

具

小

売

業

1,318

1,596

-278

-17.4

14,401

17,021

-2,620

-15.4

16

大

工

工

事

業

1,174

1,446

-272

-18.8

2,678

3,706

-1,028

-27.7

17

家

具

製

造

業

769

1,010

-241

-23.9

7,186

8,235

-1,049

-12.7

18

す

し

店

1,123

1,350

-227

-16.8

6,449

6,478

-29

-0.4

19

会

社

・

団

体

の

宿

泊

所

394

618

-224

-36.2

2,727

3,517

-790

-22.5

20

建

築

材

料

卸

売

業

1,389

1,610

-221

-13.7

9,485

11,957

-2,472

-20.7

表16　産業（小分類）別事業所数の減少数（上位20産業）

従　業　者　数

事　業　所　数

産

業

小

分

類

(注)産業分類の改訂（平成14年3月）に伴い、分類内容が変更され比較ができない産業（小分類）を除く�

順

位


◎従業者数の増加率は「労働者派遣業」、「建築リフォーム工事業」、
「林業サービス業」等、５産業で100％超
　従業者数を産業（小分類）別に平成13年と比べると、増加率の大きい産業では、「労働者派遣業」が150.9％増で最も増加率が大きく、次いで「建築リフォーム工事業」が134.9％増、「林業サービス業」が121.4％増となるなど、5産業で100％を超える増加率となっている。

　なお、従業者数の増加率の大きい上位20産業のうち、最多の6産業がサービス業（他に分類されないもの）、4産業が情報通信業に属している。　　　　（表17）
[image: image23.wmf]平成18年

平成13年

増減率(％)

平成18年

平成13年

増減率(％)

1

労

働

者

派

遣

業

362

170

112.9

33,576

13,382

150.9

2

建

築

リ

フ

ォ

ー

ム

工

事

業

252

98

157.1

1,264

538

134.9

3

林

業

サ

ー

ビ

ス

業

17

12

41.7

124

56

121.4

4

商

品

検

査

業

51

52

-1.9

2,067

975

112.0

5

そ

の

他

の

食

堂

，

レ

ス

ト

ラ

ン

230

117

96.6

1,619

783

106.8

6

そ

の

他

の

洗

濯

・

理

容

・

美

容

・

浴

場

業

613

383

60.1

2,161

1,151

87.7

7

フ

ィ

ッ

ト

ネ

ス

ク

ラ

ブ

44

26

69.2

990

529

87.1

8

そ

の

他

の

児

童

福

祉

事

業

323

163

98.2

2,261

1,271

77.9

9

特

殊

浴

場

業

119

88

35.2

2,407

1,366

76.2

10

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

附

随

サ

ー

ビ

ス

業

43

12

258.3

393

226

73.9

11

貨

物

運

送

取

扱

業

（

集

配

利

用

運

送

業

を

除

く

）

38

31

22.6

788

454

73.6

12

そ

の

他

の

映

像

・

音

声

・

文

字

情

報

制

作

に

附

帯

す

る

サ

ー

ビ

ス

業

14

11

27.3

68

42

61.9

13

集

配

利

用

運

送

業

24

14

71.4

991

614

61.4

14

そ

の

他

の

修

理

業

247

193

28.0

713

464

53.7

15

そ

の

他

の

情

報

処

理

・

提

供

サ

ー

ビ

ス

業

19

21

-9.5

437

285

53.3

16

看

護

業

40

33

21.2

459

311

47.6

17

内

陸

水

運

業

22

21

4.8

153

105

45.7

18

映

像

情

報

制

作

・

配

給

業

43

38

13.2

330

238

38.7

19

中

古

品

小

売

業

402

441

-8.8

1,871

1,362

37.4

20

分

類

さ

れ

な

い

生

活

関

連

サ

ー

ビ

ス

業

528

433

21.9

2,948

2,175

35.5

表17　産業（小分類）別従業者数の増加率（上位20産業）

従　業　者　数

事　業　所　数

産

業

小

分

類

(注2)産業分類の改訂（平成14年3月）に伴い、分類内容が変更され比較ができない産業（小分類）を除く

順

位

(注1)平成18年及び平成13年において事業所数10以上の産業（小分類）�


◎従業者数の減少率は「代理商，仲立業」、「漆器製造業」、
「ニット製外衣・シャツ製造業」等、８産業で50％超
　一方、従業者数の減少率の大きい産業では、「代理商，仲立業」が66.9％減で最も減少率が大きく、次いで「漆器製造業」が60.5％減、「ニット製外衣・シャツ製造業」が60.2％減となるなど、8産業で50％を超える減少率となっている。
　なお、従業者数の減少率の大きい上位20産業のうち、最多の13産業が製造業に属している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表18）
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(注2)産業分類の改訂（平成14年3月）に伴い、分類内容が変更され比較ができない産業（小分類）を除く

順

位

(注1)平成18年及び平成13年において事業所数10以上の産業（小分類）�

表18　産業（小分類）別従業者数の減少率（上位20産業）

従　業　者　数

事　業　所　数

産

業

小

分

類


◎従業者数の増加数は「労働者派遣業」が最多
　また、従業者数の増加数の多い産業では、「労働者派遣業」が2万194人増で最も増加数が多く、次いで「自動車・同附属品製造業」が8425人増、「他に分類されない飲食料品小売業」が7674人増の順となっている。

　なお、従業者数の増加数の多い上位20産業のうち、最多の8産業がサービス業（他に分類されないもの）に属している。　　　　　　　　　　　　　　（表19）
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表19　産業（小分類）別従業者数の増加数（上位20産業）

従　業　者　数

事　業　所　数

産

業

小

分

類

(注)産業分類の改訂（平成14年3月）に伴い、分類内容が変更され比較ができない産業（小分類）を除く�

順

位


◎従業者数の減少数は「土木工事業（舗装工事業を除く）」が最多
　一方、従業者数の減少数の多い産業では、「土木工事業（舗装工事業を除く）」が5997人減で最も減少数が多く、次いで「紙製造業」が5168人減、「バー，キャバレー，ナイトクラブ」が4060人減の順となっている。
　なお、従業者数の減少数の多い上位20産業のうち、最多の8産業が卸売・小売業に属している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表20）
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(注)産業分類の改訂（平成14年3月）に伴い、分類内容が変更され比較ができない産業（小分類）を除く�
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位

表20　産業（小分類）別従業者数の減少数（上位20産業）

従　業　者　数

事　業　所　数

産

業

小

分

類


３　地域別の動向

（１）地域ブロック別の動向

　◎事業所数、従業者数共に「伊豆半島」、「中部」で県平均を上回る減少
　事業所数を県内の地域ブロック(5地域)別にみると、｢東部｣が4万8529事業所(県全体の25.3％)と最も多く、次いで「志太榛原・中東遠」が4万4157事業所（同23.0％）、「西部」が3万9806事業所（同20.8％）、｢中部｣が3万9259事業所（同20.5％）、｢伊豆半島｣が1万9922事業所（同10.4％）の順となっている。

　また、これを平成13年と比べると、すべての地域で減少しているものの、「志太榛原・中東遠（5.8％の減）」、｢東部（6.5％の減）｣の減少率は県平均を下回り、「西部（7.8％の減）」の減少率は県平均と同じであるのに対し、｢伊豆半島（11.1％の減）｣、｢中部（10.0％の減）｣の減少率は県平均を上回り、10％以上の減少となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表21、図７）
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表21　地域ブロック別事業所数

地域ブロック

事　業　所　数

構　成　比　（％）

増減率（％）
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図７　地域ブロック別事業所数（構成比）
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平成18年

平成13年

（％）


　一方、従業者数においても、事業所数と同じく、「東部」が48万4288人（県全体の26.5％）と最も多く、次いで「志太榛原・中東遠」が44万3755人（同24.3％）、「西部」が41万4487人（同22.7％）、｢中部｣が35万6623人（同19.5％）、｢伊豆半島｣が12万5912人（同6.9％）の順となっている。

また、これを平成13年と比べると、すべての地域で減少しているものの、「志太榛原・中東遠（0.6％の減）」、｢西部（2.2％の減）｣、「東部（2.2％の減）」の減少率は県平均を下回っているのに対し、｢伊豆半島(8.7％の減)｣、｢中部(7.3％の減)｣の減少率は県平均を上回っている。　　　　　　　　　　　　（表22、図８）
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表22　地域ブロック別従業者数
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増減率（％）
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図８　地域ブロック別従業者数（構成比）
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　ア　伊豆半島
◎事業所数は「卸売・小売業」、「飲食店，宿泊業」が最多で、全体の５割
「伊豆半島」の事業所数は1万9922事業所となり、平成13年と比べて2476事業所（11.1％）減少した。

事業所数を産業（大分類）別にみると、「卸売・小売業」と「飲食店，宿泊業」が4857事業所（産業全体の24.4％）と最も多く、次いで「サービス業（他に分類されないもの）」が3225事業所（同16.2％）の順となっている。
　また、これを平成13年と比べると、「医療，福祉」が7.4％増となったほかはほとんどの産業で減少し、「情報通信業」が27.4％減、「金融・保険業」が18.9％減、「製造業」が18.3％減と大幅に減少している。　　　　　　　　　（表23、図９）
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表23　「伊豆半島」の産業（大分類）別事業所数

産

業

大

分

類

事業所数

構成比(％)

増減率(％)


　◎従業者数は「飲食店，宿泊業」が最多で、全体の４分の１
一方、従業者数は12万5912人となり、平成13年と比べて1万1945人（8.7％）減少した。

従業者数を産業（大分類）別にみると、「飲食店，宿泊業」が3万1141人（産業全体の24.7％）と最も多く、次いで「卸売・小売業」が2万3750人（同18.9％）、「サービス業（他に分類されないもの）」が1万6729人（同13.3％）の順となっている。
　また、これを平成13年と比べると、従業者数の少ない「鉱業」を除けば、「医療，福祉」が19.9％増と大幅に増加したほか、「電気・ガス・熱供給・水道業」が4.8％増、「情報通信業」が3.1％増と増加したが、「製造業」が19.2％減、「金融・保険業」が16.4％減、「運輸業」が16.0％減と大幅に減少している。
（表24、図10）
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表24　「伊豆半島」の産業（大分類）別従業者数

産

業

大

分

類

従業者数

構成比(％)

増減率(％)


　イ　東部
◎事業所数は「卸売・小売業」が最多で、全体の４分の１
「東部」の事業所数は4万8529事業所となり、平成13年と比べて3364事業所（6.5％）減少した。

事業所数を産業（大分類）別にみると、「卸売・小売業」が1万2463事業所（産業全体の25.7％）と最も多く、次いで「サービス業（他に分類されないもの）」が8846事業所（同18.2％）、「飲食店，宿泊業」が6581事業所（同13.6％）の順となっている。
　また、これを平成13年と比べると、事業所数の少ない「鉱業」を除けば、「医療，福祉」が18.5％増と大幅に増加したほか、「不動産業」、「運輸業」、「公務（他に分類されないもの）」、「サービス業（他に分類されないもの）」で微増となったが、「情報通信業」が15.9％減、「卸売・小売業」、「金融・保険業」、「飲食店，宿泊業」が11.6％減と大幅に減少している。　　　　　　　　　　　（表25、図９）
[image: image33.wmf]平成18年

平成13年

平成18年

平成13年

全

産

業

48,529

51,893

100.0

100.0

-6.5

農

林

漁

業

112

117

0.2

0.2

-4.3

鉱

業

6

3

0.0

0.0

100.0

建

設

業

5,061

5,514

10.4

10.6

-8.2

製

造

業

5,477

6,092

11.3

11.7

-10.1

電

気

・

ガ

ス

・

熱

供

給

・

水

道

業

70

73

0.1

0.1

-4.1

情

報

通

信

業

329

391

0.7

0.8

-15.9

運

輸

業

1,053

1,049

2.2

2.0

0.4

卸

売

・

小

売

業

12,463

14,097

25.7

27.2

-11.6

金

融

・

保

険

業

789

893

1.6

1.7

-11.6

不

動

産

業

2,737

2,706

5.6

5.2

1.1

飲

食

店

，

宿

泊

業

6,581

7,442

13.6

14.3

-11.6

医

療

，

福

祉

2,475

2,089

5.1

4.0

18.5

教

育

，

学

習

支

援

業

1,989

2,036

4.1

3.9

-2.3

複

合

サ

ー

ビ

ス

事

業

293

322

0.6

0.6

-9.0

サ

ー

ビ

ス

業

（

他

に

分

類

さ

れ

な

い

も

の

）

8,846

8,822

18.2

17.0

0.3

公

務

（

他

に

分

類

さ

れ

な

い

も

の

）

248

247

0.5

0.5

0.4

表25　「東部」の産業（大分類）別事業所数

産

業

大

分

類

事業所数

構成比(％)

増減率(％)


◎従業者数は「製造業」が最多で、全体の３割弱
一方、従業者数は48万4288人となり、平成13年と比べて1万828人（2.2％）減少した。

従業者数を産業（大分類）別にみると、「製造業」が13万2886人（産業全体の27.4％）と最も多く、次いで「卸売・小売業」が8万7622人（同18.1％）、「サービス業（他に分類されないもの）」が7万2125人（同14.9％）の順となっている。
　また、これを平成13年と比べると、従業者数の少ない「鉱業」を除けば、「医療，福祉」が28.1％増、「サービス業（他に分類されないもの）」が15.2％増と大幅に増加したほか、「運輸業」、「教育，学習支援業」、「情報通信業」で増加したが、「金融・保険業」が21.4％減、「建設業」が13.3％減、「複合サービス事業」が11.8％減と大幅に減少している。　　　　　　　　　　　　　　　（表26、図10）
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表26　「東部」の産業（大分類）別従業者数
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　ウ　中部
◎事業所数は「卸売・小売業」が最多で、全体の３割
「中部」の事業所数は3万9259事業所となり、平成13年と比べて4338事業所（10.0％）減少した。

事業所数を産業（大分類）別にみると、「卸売・小売業」が1万1474事業所（産業全体の29.2％）と最も多く、次いで「サービス業（他に分類されないもの）」が7490事業所（同19.1％）、「飲食店，宿泊業」が4987事業所（同12.7％）の順となっている。
　また、これを平成13年と比べると、事業所数の少ない「農林漁業」、「鉱業」を除けば、「医療，福祉」が16.9％増と大幅に増加しているが、他のほとんどの産業で減少し、「金融・保険業」が20.4％減、「製造業」が18.0％減、「情報通信業」が15.7％減と大幅に減少している。　　　　　　　　　　　　　　（表27、図９）
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表27　「中部」の産業（大分類）別事業所数
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◎従業者数は「卸売・小売業」が最多で、全体の２割強
一方、従業者数は35万6623人となり、平成13年と比べて2万7911人（7.3％）減少した。

従業者数を産業（大分類）別にみると、「卸売・小売業」が8万1437人（産業全体の22.8％）と最も多く、次いで「製造業」が6万2062人（同17.4％）、「サービス業（他に分類されないもの）」が5万4439人（同15.3％）の順となっている。
　また、これを平成13年と比べると、従業者数の少ない「農林漁業」、「鉱業」を除けば、「医療，福祉」が24.4％増と大幅に増加したほか、「サービス業（他に分類されないもの）」、「不動産業」、「教育，学習支援業」で増加したが、「公務（他に分類されないもの）」が18.7％減、「金融・保険業」が16.5％減、「建設業」が15.0％減と大幅に減少している。　　　　　　　　　　　　　　　（表28、図10）
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表28　「中部」の産業（大分類）別従業者数
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　エ　志太榛原・中東遠
◎事業所数は「卸売・小売業」が最多で、全体の４分の１
「志太榛原・中東遠」の事業所数は4万4157事業所となり、平成13年と比べて2715事業所（5.8％）減少した。

事業所数を産業（大分類）別にみると、「卸売・小売業」が1万1452事業所（産業全体の25.9％）と最も多く、次いで「サービス業（他に分類されないもの）」が7486事業所（同17.0％）、「製造業」が6854事業所（同15.5％）の順となっている。
　また、これを平成13年と比べると、事業所数の少ない「鉱業」を除けば、「医療，福祉」が21.9％増と大幅に増加したほか、「農林漁業」、「サービス業（他に分類されないもの）」、「運輸業」で増加したが、「情報通信業」が32.2％減、「金融・保険業」が15.1％減、「電気・ガス・熱供給・水道業」が14.9％減と大幅に減少している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表29、図９）
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表29　「志太榛原・中東遠」の産業（大分類）別事業所数

産

業

大

分

類

事業所数

構成比(％)

増減率(％)


◎従業者数は「製造業」が最多で、全体の４割弱
一方、従業者数は44万3755人となり、平成13年と比べて2673人（0.6％）減少した。

従業者数を産業（大分類）別にみると、「製造業」が16万1980人（産業全体の36.5％）と最も多く、次いで「卸売・小売業」が7万4660人（同16.8％）、「サービス業（他に分類されないもの）」が5万1668人（同11.6％）の順となっている。
　また、これを平成13年と比べると、従業者数の少ない「鉱業」を除けば、「医療，福祉」が30.8％増、「サービス業（他に分類されないもの）」が27.5％増と大幅に増加したほか、「運輸業」、「不動産業」、「教育，学習支援業」、「飲食店，宿泊業」で増加したが、「建設業」が16.8％減、「農林漁業」が15.0％減、「複合サービス事業」が13.5％減と大幅に減少している。　　　　　　　　（表30、図10）
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表30　「志太榛原・中東遠」の産業（大分類）別従業者数

産

業

大

分

類

従業者数

構成比(％)

増減率(％)


　オ　西部

◎事業所数は「卸売・小売業」が最多で、全体の３割弱
「西部」の事業所数は3万9806事業所となり、平成13年と比べて3354事業所（7.8％）減少した。

事業所数を産業（大分類）別にみると、「卸売・小売業」が1万748事業所（産業全体の27.0％）と最も多く、次いで「サービス業（他に分類されないもの）」が7087事業所（同17.8％）、「製造業」が5910事業所（同14.8％）の順となっている。
　また、これを平成13年と比べると、事業所数の少ない「鉱業」を除けば、「医療，福祉」が17.2％増と大幅に増加したほか、「サービス業（他に分類されないもの）」が微増となったが、「情報通信業」が22.9％減、「製造業」が14.0％減、「金融・保険業」が12.4％減と大幅に減少している。　　　　　　（表31、図９）
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表31　「西部」の産業（大分類）別事業所数

産

業

大

分

類

事業所数

構成比(％)

増減率(％)


◎従業者数は「製造業」が最多で、全体の３割
一方、従業者数は41万4487人となり、平成13年と比べて9180人（2.2％）減少した。

従業者数を産業（大分類）別にみると、「製造業」が12万6364人（産業全体の30.5％）と最も多く、次いで「卸売・小売業」が7万8234人（同18.9％）、「サービス業（他に分類されないもの）」が5万1057人（同12.3％）の順となっている。
　また、これを平成13年と比べると、従業者数の少ない「鉱業」を除けば、「医療，福祉」が22.1％増、「不動産業」が16.9％増と大幅に増加したほか、「サービス業（他に分類されないもの）」、「教育，学習支援業」、「運輸業」で増加したが、「金融・保険業」が19.3％減、「建設業」が15.9％減、「農林漁業」が10.0％減と大幅に減少している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表32、図10）
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表32　「西部」の産業（大分類）別従業者数

産

業

大

分
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構成比(％)
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[image: image41.wmf]図９　地域ブロック、産業（大分類）別事業所数の増減率
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[image: image42.wmf]図10　地域ブロック、産業（大分類）別従業者数の増減率
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（２）市町別の動向
　◎事業所数は、市部では静岡市、郡部では清水町が最多
◎政令市で県全体の約４割を占める
事業所数を市町別にみると、市部では、静岡市が3万8771事業所(県全体の20.2％）で最も多く、次いで浜松市が3万7194事業所(同19.4％）、富士市が1万2379事業所（同6.5％）、沼津市が1万2328事業所（同6.4％）、磐田市が7399事業所（同3.9％）の順となっており、政令市である上位2市で県全体の約4割を占めている。
一方、郡部では、清水町が1615事業所（同0.8％）で最も多く、次いで長泉町が1603事業所（同0.8％）、函南町が1472事業所（同0.8％）、吉田町が1375事業所（同0.7％）、大井川町が1091事業所（同0.6％）の順となっている。（表33）
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表33　市町別事業所数（上位5市町）�
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郡　　　　　　部


◎すべての市町で事業所数が減少
　事業所数を市町別に平成13年と比べると、すべての市町で減少となっているため、これを減少率でみると、市部では、御殿場市が2.3％減と最も小さく、次いで裾野市が3.3％減、袋井市が3.4％減、御前崎市が3.7％減、藤枝市が4.7％減の順となっている。

　一方、郡部では、芝川町が2.0％減と最も小さく、次いで大井川町が2.9％減、函南町が3.3％減、河津町が3.4％減、松崎町が4.8％減の順となっている。
（表34）
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表34　市町別事業所数の増減率（減少率が小さい上位5市町）�
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反対に減少率が大きいところは、市部では、熱海市が13.2％減と最も大きく、次いで伊東市が12.9％減、下田市が10.4％減、伊豆市が10.0％減、静岡市が10.0％減の順となっている。

一方、郡部では、川根本町が14.9％減と最も大きく、次いで東伊豆町が14.8％減、新居町が13.3％減、西伊豆町が12.6％減、富士川町が12.0％減の順となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表35）
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表35　市町別事業所数の増減率（減少率が大きい上位5市町）�
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　◎従業者数は、市部では浜松市、郡部では長泉町が最多
◎政令市で県全体の約４割を占める
従業者数を市町別にみると、市部では、浜松市が37万8260人(県全体の20.7％）で最も多く、次いで静岡市が35万3623人(同19.4％）、富士市が12万773人（同6.6％）、沼津市が11万8963人（同6.5％）、磐田市が8万9764人（同4.9％）の順となっており、政令市である上位2市で県全体の約4割を占めている。
一方、郡部では、長泉町が2万348人（同1.1％）で最も多く、次いで清水町が1万6784人（同0.9％）、吉田町が1万5946人（同0.9％）、大井川町が1万4367人（同0.8％）、函南町が1万1906人（同0.7％）の順となっている。（表36）
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　◎従業者数は７市３町で増加
　従業者数を市町別に平成13年と比べると、7市3町で増加し、16市16町で減少となった。増加した市町の増加率をみると、市部では、裾野市が10.7％増と最も大きく、次いで磐田市が4.5％増、掛川市が3.3％増、焼津市が1.3％増、袋井市が0.5％増の順となっている。

　一方、郡部では、岡部町が3.1％増と最も大きく、次いで吉田町が2.5％増、芝川町が2.2％増の順となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　（表37）
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表37　市町別従業者数の増減率（増加率が大きい上位5市町）�
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反対に減少率が大きいところは、市部では、熱海市が9.6％減と最も大きく、次いで伊豆市が8.8％減、下田市が8.5％減、島田市が8.3％減、伊東市が7.8％減の順となっている。
一方、郡部では、川根本町が19.7％減と最も大きく、次いで由比町が16.4％減、川根町が15.0％減、東伊豆町が14.1％減、富士川町が12.1％減の順となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表38）
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表38　市町別従業者数の増減率（減少率が大きい上位5市町）�
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４　経営組織別の動向

◎事業所数は「個人経営」、「株式会社」で県全体の約９割、

「相互会社」、「合名・合資会社」、「個人経営」で大幅に減少
　事業所数を経営組織別にみると、「個人経営」が9万5233事業所（経営組織全体の49.7％）で最も多く、次いで「株式会社」が8万357事業所（同41.9％）で、この2つの経営組織で全体の約9割となっている。
　また、これ平成13年と比べると、事業所数の少ない「外国の会社」を除けば、「その他の法人」が1.7％増となったほかはすべて減少しており、「相互会社」が30.8％減、「合名・合資会社」が15.7％減、「個人経営」が13.0％減と大幅に減少している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表39）
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　◎従業者数は「株式会社」で県全体の７割、「その他の法人」のみ増加
　一方、従業者数は、「株式会社」が127万6829人（経営組織全体の70.0％）で最も多く、次いで「個人経営」が25万2824人（同13.9％）、「その他の法人」が14万6272人（同8.0％）の順となっている。
　また、これを平成13年と比べると、「その他の法人」が9.3％増となったほかはすべて減少しており、「相互会社」が46.4％減、「合名・合資会社」が23.5％減、「個人経営」が17.1％減と大幅に減少している。　　　　　　　　　　　（表40）
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５　従業者規模別の動向

　◎従業者規模の小さい事業所数が減少、大きい事業所数が増加
◎「派遣・下請従業者のみ」の事業所数が大幅に増加

事業所数を従業者規模別にみると、「１～４人」が11万8300事業所（事業所全体の61.7％）で最も多く、次いで「５～９人」が3万5305事業所（同18.4％）、「10～19人」が2万163事業所（同10.5％）の順となっている。
また、これを平成13年と比べると、「５～９人」が9.4％減、「１～４人」が8.9％減、「10～19人」が5.1％減となったが、「200～299人」が4.8％増、「100人～199人」が1.5％増、「50～99人」が1.2％増となるなど、従業者規模の小さい事業所数が減少し、大きい事業所数が増加している。
一方、「派遣・下請従業者のみ」の事業所数は36.1％増と大幅に増加している。

（表41）
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表41　従業者規模別事業所数
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６　開設時期別の状況

◎民営事業所数は昭和60年以降の開設が過半数

◎平成７年以降の開設が約３割
　民営事業所数を開設時期別にみると、「昭和60年～平成6年」が4万103事業所（事業所全体の21.4％）で最も多く、次いで「昭和50～59年」が3万1015事業所（同16.6％）、「昭和40～49年」が2万7073事業所（同14.5％）の順となっている。

また、これを開設時期でみると、昭和60年以降に開設された民営事業所数が51.5％で過半数となり、平成7年以降に開設された民営事業所数が30.1％で約3割となっている。
なお、平成12年以降に開設された民営事業所数では、「平成17年」が6192事業所（同3.3％）で最も多くなっている。　　　　　　　　　　　　　　（表42）
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表42　開設時期別民営事業所数
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７　従業上の地位別の動向

　◎従業者数は「正社員・正職員以外」のみ増加
従業者数を従業上の地位別にみると、「常用雇用者」が153万9199人で最も多く、全体の84.3％を占めている。このうち、「正社員・正職員」が103万8581人（従業者全体の56.9％）、「正社員・正職員以外」が50万618人（同27.4％）となり、次いで「有給役員」が12万453人（同6.6％）、「個人業主」が9万4548人（同5.2％）の順となっている。

また、これを平成13年と比べると、「常用雇用者」のうち、「正社員・正職員以外」が10.3％増となったほかはすべて減少しており、「無給の家族従業者」が17.7％減、「個人業主」が12.5％減、「臨時雇用者」が11.9％減と大幅に減少している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表43）
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表43　従業上の地位別従業者数
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８　派遣・下請従業者の状況
　◎派遣・下請従業者比率は、従業者全体の6.6％
　民営事業所に従事している「別経営の事業所からの派遣・下請従業者」数は11万2746人で、従業者全体に占める比率は6.6％となっている。
　これを産業（大分類）別にみると、「製造業」が6万8059人（派遣・下請従業者全体の60.4％）で最も多く、次いで「卸売・小売業」が1万362人（同9.2％）、「サービス業（他に分類されないもの）」が9350人（同8.3％）の順となっている。

　また、これを従業者数全体に占める派遣・下請従業者数の比率でみると、「製造業」が13.8％で最も高く、次いで「情報通信業」が9.5％、「運輸業」が8.2％の順となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表44）
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表44　産業（大分類）別、民営事業所における別経営の事業所からの派遣・下請従業者数

従業者数に占める

派遣・下請従業者

数の比率

産

業

大

分

類

従業者数

別経営の事業所からの

派遣・下請従業者数


９　全国における静岡県の位置
　◎「製造業」の事業所数は全国第５位、従業者数は全国第６位

　事業所数及び従業者数について全国における静岡県の位置をみると、全産業では事業所数、従業者数共に全国第10位となっている。

また、これを産業（大分類）別にみると、ほとんどの産業で全国第10位前後に位置しているが、「製造業」では事業所数が全国第5位、従業者数が全国第6位と上位に位置している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表45）
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　◎事業所数、従業者数共に全国平均を上回る減少
　事業所数及び従業者数を平成13年と比べ、全国における静岡県の位置をみると、事業所数は7.8％減で全国第31位（全国6.9％の減）、従業者数は3.3％減で全国第23位（全国2.5％の減）となっている。　　　　　　　　　　　　（表46、47）
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表46　都道府県別事業所数の増減率

表47　都道府県別従業者数の増減率
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≪会社企業編≫
１　企業数

　◎５年前に比べ、企業数は6.1％の減少

　静岡県の会社企業（「株式会社」、「合名会社」、「合資会社」、「合同会社」及び「相互会社」。以下、「企業」という。）数は4万7749企業で、平成13年と比べて3095企業（6.1％）の減少となっており、平成16年の簡易調査と比べると613企業（1.3％）の減少となっている。
　また、これを昭和56年以降の企業数の推移でみると、平成8年までは増加が続いていたが、平成13年に減少に転じて以降、今回まで減少が続いている。
（表48、図11）
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表48　企業数の推移（昭和56年〜平成18年）

（注）平成16年は簡易調査。
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２　企業産業別の動向
　◎企業数は「卸売・小売業」が最多

◎企業数の増加率は「医療，福祉」が最大
　企業数を企業産業（大分類）別にみると、「卸売・小売業」が1万3171企業（産業全体の27.6％）で最も多く、次いで「製造業」が1万1060企業（同23.2％）、「建設業」が9177企業（同19.2％）の順となっている。

　また、これを平成13年と比べると、「医療，福祉」が125.3％増と大幅に増加したほか、「金融・保険業」が16.1％増、「鉱業」が15.0％増などと増加した一方、「製造業」が9.8％減、「卸売・小売業」が9.7％減、「電気・ガス・熱供給・水道業」が9.5％減などと減少し、全体では6.1％減となっている。　（表49、図12）
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表49　企業産業（大分類）別企業数
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図12　企業産業（大分類）別、企業数の増減率


３　経営組織別の状況
　◎企業数は「株式会社」で企業全体の98.9％
　企業数を経営組織別にみると、「株式会社」が4万7234企業となり、企業全体の98.9％となっている。

　また、今回調査から加わった「合同会社」は3企業で、「合名・合資・合同・相互会社」に占める比率は0.6％となっている。　　　　　　　　　　　　（表50）
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表50　経営組織別企業数
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４　資本金階級別の動向

　◎企業全体の93.7％が資本金3000万円未満
　企業数を資本金階級別にみると、「300万～500万円未満」が1万8858企業（企業全体の39.5％）で最も多く、次いで「1000万～3000万円未満」が1万8335企業（同38.4％）、「500万～1000万円未満」が7137企業（同14.9％）の順となっており、資本金3000万円未満の企業が全体の93.7％となっている。

　また、これを平成13年と比べると、「50億円以上」が16.7％増、「5000万～1億円未満」が4.2％増、「300万円未満」が0.5％増となり、この3つの階級で企業数が増加している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表51）
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表51　資本金階級別企業数
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５　企業の支所設置状況

　◎「海外に支所がある企業」が増加
企業数を支所設置状況別にみると、支所・支社・支店（以下、「支所」という。）がある企業数は5826企業（企業全体の12.2％）で、平成13年と比べると418企業（6.7％）の減少となっている。

また、支所がある企業のうち、「国内に支所がある企業」が6.8％減となったのに対し、「海外に支所がある企業」は4.0％の増加となっている。　　　　　　（表52）
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表52　支所を設置している企業数
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６　親会社・子会社等の有無別の動向
　◎親会社・子会社等を「海外のみ」に持つ企業数が大幅に増加
　企業数を親会社・子会社等の有無別にみると、「親会社がある企業」が1703企業（企業全体の3.6％）、「子会社がある企業」が1034企業（同2.2％）、「関連会社（議決権所有元）がある企業」が974企業（同2.0％）、「関連会社（議決権所有先）がある企業」が851企業（同1.8％）となっている。

　また、これを平成13年と比べると、親会社・子会社等を「国内のみ」に持つ企業数は減少しているが、「海外のみ」に持つ企業数は大幅に増加している。（表53）
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表53　親会社・子会社等の有無別企業数
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７　会社成立時期別の状況

　◎企業数は昭和60年以降の会社成立が約半数
◎平成７年以降の会社成立が約２割
　企業数を会社成立時期別にみると、「昭和60年～平成6年」が1万4082企業（企業全体の29.5％）で最も多く、次いで「昭和50年～59年」が8798企業（同18.4％）、「昭和40年～49年」が7788企業（同16.3％）の順となっている。

　また、これを会社成立時期でみると、昭和60年以降に成立した企業数が48.7％で約半数となり、平成7年以降に成立した企業数が19.2％で約2割となっている。
（表54）
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８　平成13年10月２日以降の合併・分割等の状況
　◎会社の合併・分割等は「製造業」が最多
　企業数を平成13年10月2日（平成13年事業所・企業統計調査の調査日の翌日）以降の会社の合併・分割等の状況別にみると、新設合併により設立された企業数が14企業、他の会社を吸収合併した企業数が332企業、分社・分割により新たに設立された企業数が84企業となっている。

　また、これを企業産業（大分類）別にみると、「新設合併」及び「吸収合併」の企業数は「製造業」が最も多く、「分社・分割により新たに設立」の企業数は「卸売・小売業」が最も多くなっており、合併・分割等の総数では「製造業」が最も多くなっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表55）
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表55　企業産業（大分類）別、平成13年10月2日以降の合併・分割等の状況別企業数�


９　電子商取引の状況

　◎電子商取引導入率は全産業で15.3％、「情報通信業」では31.7％
　企業数を電子商取引の状況別にみると、全産業では、電子商取引を導入している企業は7327企業（導入率15.3％）となり、そのうち、他の企業などと行っているのは5836企業（同12.2％）、一般消費者と行っているのは2725企業（同5.7％）となっている。

　また、企業産業（大分類）別に電子商取引の導入率をみると、「情報通信業」が31.7％で最も高く、次いで「電気・ガス・熱供給・水道業」が26.3％、「卸売・小売業」が21.1％の順となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　（表56）
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表56　企業産業（大分類）別、電子商取引の状況別企業数
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10　全国における静岡県の位置
　◎「製造業」の企業数は全国第６位

　企業数について全国における静岡県の位置をみると、全産業では4万7749企業で全国第10位となっている。

また、これを企業産業（大分類）別にみると、ほとんどの産業で全国第10位前後に位置しているが、「製造業」では全国第6位と上位に位置している。（表57）
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県

5,077

大

阪

府

3,662

6位�

埼

玉

県

17,428

神

奈

川

県

780

兵

庫

県

4,161

千

葉

県

3,263

7位�

兵

庫

県

15,408

兵

庫

県

599

千

葉

県

3,954

埼

玉

県

3,086

8位�

福

岡

県

15,166

埼

玉

県

597

北

海

道

3,739

静

岡

県

2,700

9位�

千

葉

県

15,154

千

葉

県

554

福

岡

県

3,262

長

野

県

2,546

10位

静

岡

県

13,171

静

岡

県

512

広

島

県

2,551

兵

庫

県

2,246

11位

2,374

　

(企業）�

　

(企業）�

　

(企業）�

　

(企業）�

1位�

東

京

都

2,255

東

京

都

2,479

東

京

都

5

東

京

都

45,532

2位�

大

阪

府

1,452

神

奈

川

県

838

大

阪

府

5

大

阪

府

14,637

3位�

神

奈

川

県

1,012

大

阪

府

818

北

海

道

5

愛

知

県

12,312

4位�

愛

知

県

879

愛

知

県

694

広

島

県

3

神

奈

川

県

12,253

5位�

福

岡

県

799

埼

玉

県

594

岡

山

県

3

北

海

道

10,562

6位�

北

海

道

753

兵

庫

県

491

神

奈

川

県

2

埼

玉

県

8,902

7位�

埼

玉

県

667

千

葉

県

491

千

葉

県

2

福

岡

県

7,432

8位�

兵

庫

県

656

福

岡

県

458

福

岡

県

2

千

葉

県

7,157

9位�

千

葉

県

560

北

海

道

455

石

川

県

2

兵

庫

県

6,473

10位

静

岡

県

401

静

岡

県

383

他

12

府

県

1

静

岡

県

5,752

静

岡

県

−

複合サービス事業

サービス業（他に

分類されないもの）

企

業

数

企

業

数





医療，福祉

教育，学習支援業

情報通信業

運輸業

企

業

数





卸売･小売業�

金融･保険業�

不動産業

飲食店，宿泊業

企

業

数





製造業

電気･ガス･

熱供給・水道業

表57　企業産業（大分類）別、全国における静岡県の位置





全産業

農林漁業

鉱業

建設業
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